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医師確保計画における記載事項
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医師確保計画における記載事項
（国ガイドライン）

長崎県医師確保計画（目次）

①医師偏在指標の算出

②医師少数区域等の設定

③医師少数スポットの設定

④医師の確保の方針

⑤目標医師数の設定

⑥目標医師数を達成するための施策

⑦産科・小児科医師偏在指標の算出

⑧産科・小児科における相対的医師少数区域
の設定

⑨産科・小児科における医師確保の方針

⑩産科・小児科における医師確保の施策

・全国の医師数の状況

・本県の医師数の状況

・医療施設従事医師数の状況 等

・計画の概要

・前計画の効果の測定・評価

・医師偏在指標の値

・医師確保の方針

・産科・小児科医師確保の方針

・確保すべき目標医師数

・目標医師数を達成するための施策

・産科・小児科医師を確保するための施策

・医師少数区域等の設定

第４章 医師少数スポットの設定

第３章 医師少数区域等の設定

第２章 医師確保計画における基本的事項

第１章 本県の医師の現状

第５章 医師確保に関する方針・施策

・医師少数スポットの設定

⑪前計画の効果の測定・評価
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第１章 長崎県の医師の現状
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・全国の医師数（総数）

●R2年12月における全国の医師の総数は、
339,623人

●うち、「男性」262,077人（総数の77.2％）
「女性」 77,546人（総数の22.8％）

●Ｈ30年の調査と比べると12,413人、3.8％増加

●人口10万対でみると269.2人で、10.4人増加

・本県の医師数（総数）

※出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計（調査）」

●R2年12月における本県の医師の総数は、
4,399人

●うち、「男性」3,518人（総数の80.0％）
「女性」881人（総数の20.0％）

●Ｈ30年の調査と比べると99人、2.3％増加

●人口10万対でみると335.2人で、14.5人増加



第１章 長崎県の医師の現状

3

・医療施設従事医師数

※出典：厚生労働省「医師・歯科医師・
薬剤師統計」

●R2年12月における本県の医療施設に従事する医師の総数は、4,187人

●うち、「男性」3,344人（総数の80.0％）、「女性」843人（総数の20.0％）

●Ｈ30年の調査と比べると79人、1.9％増加

●人口10万対でみると319.1人で、12.8人増加

●本県の医療施設に従事する医師総数は本土部、離島部ともに増加し、すべての医療圏で増加
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※表中の全国順位は、平均年齢が高い順番

第１章 長崎県の医師の現状

・医療施設従事医師（病院従事者・診療所従事者別） 医療圏別 医師数・構成比

・医療施設従事医師 平均年齢
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参 考

●県南医療圏の人口10万人対病院従事医師数は県内で最も低い

●診療所従事医師数についても、離島を除き、県内で最も低い

●県南医療圏は病院従事医師の割合が低く、診療所従事医師の割合
が高い

●本県の医療施設従事医師の平均年齢は、

全国で５番目に高い

●病院従事医師は、全国で７番目に高い

●診療所従事医師は、全国で１番高い



※出典：厚生労働省「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」
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・主な診療科ごとの医師数（医療施設従事）
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参 考

●人口10万人対救急科医師数は、全国平均より低い

●内科、外科、整形外科、小児科、産婦人科は、全国平均より高い



第２章 医師確保計画の概要

・計画の背景

●医師の地域偏在等は長きにわたり全国的な課題として認識されながら、解消が図られていない

●平成30年度の医療法改正により、医療法第30条の4第1項で規定する「医療計画」に定める事項として、「医師の確保に関する次に掲

げる事項（※1）」（以下、医師確保計画という。）が追加されたことに伴い、医療計画の一部として医師確保計画を策定

●同法第30条の23に基づき、医師確保計画は、次に掲げる者の管理者その他の関係者（※2）との協議の場（本県の協議の場は、長崎

県保健医療対策協議会。作業部会として医師確保対策部会）において協議

（※２）協議の場に参加する関係者

一 特定機能病院
二 地域医療支援病院
三 第三十一条に規定する公的医療機関（第五号において「公的医療機関」という。 ）
四 医師法第十六条の二第一項に規定する厚生労働大臣の指定する病院
五 公的医療機関以外の病院（公的医療機関に準ずるものとして厚生労働省令で定めるものを除く）
六 診療に関する学識経験者の団体
七 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する大学（以下単に「大学」という。） その他の医療従事者の養成に関係する機関
八 当該都道府県知事の認定を受けた第四十二条の二第一項に規定する社会医療法人
九 その他厚生労働省令で定める者

（※１）医師の確保に関する事項

イ 第十四号及び第十五号に規定する区域における医師の確保の方針

ロ 厚生労働省令で定める方法により算定された第十四号に規定する区域における医師の数に関する指標を踏まえて定める同号に規定する区域において確保す

べき医師の数の目標

ハ 厚生労働省令で定める方法により算定された第十五号に規定する区域における医師の数に関する指標を踏まえて定める同号に規定する区域において確保す

べき医師の数の目標

ニ ロ及びハに掲げる目標の達成に向けた医師の派遣その他の医師の確保に関する施策

・計画の性格

6



医師確保計画を通じた医師偏在対策について

≪出典≫令和4年度第2回医療政策研修会
第2回地域医療構想アドバイザー会議資料13

７

参考資料



第２章 医師確保計画の概要

・医師偏在の状況を把握する方法

・計画の概要

●医師偏在指標の大小、将来の需給推計などを踏まえ、地域ごとの医師確保の方針を策定

●医師偏在指標を踏まえ、医師確保計画期間の終了時点で確保すべき目標医師数を算出

●医師の確保の方針を踏まえ、目標医師数を達成するための具体的な施策を策定

●国が医療政策を行うべき政策医療の観点等から、産科・小児科に関する医師確保の方針等も策定

●三次医療圏、二次医療圏単位で策定

●計画期間は令和６年度から令和８年度までの３年間（以降３年ごとに見直し、または、医師確保計画の変更）

●令和６年２月に「令和４年医師・歯科医師・薬剤師統計」の結果が公表されたが、国から示された医師偏在指標は、「令和２年医師・歯

科医師・薬剤師統計」の結果を基に算出されていることから、今計画は「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」の結果を基に策定

 

医師偏在指標 ＝ 

標準化医師数（ ＝ 医療施設従事医師数 × 労働時間調整係数 ） 

地域の人口／10万人 × 地域の標準化受療率比 

（※３）医師偏在指標の算出式 医師の性別・年齢を考慮

人口構成
患者流出入等を考慮

●医師の偏在の状況を全国ベースで客観的に示すために、地域ごとの医療ニーズや人口構成､医師の性年齢構成等を踏まえた

医師偏在指標（※３）を算出

●医師偏在指標の値を全国一律に比較し、原則、上位33.3％を医師多数区域、下位の33.3%を医師少数区域と設定

小児医師偏在指標＝

標準化小児科医師数（ ＝医療施設従事小児科医師数× 労働時間調整係数）

地域の年少人口／10万人 × 地域の標準化受療率比

8

標準化分娩取扱医師数（　＝　医療施設従事分娩取扱医師数　×　

分娩取扱医師偏在指標 ＝ 　　　　　　　　　　　　　労働時間調整係数

分娩件数　÷　1000件



第２章 前計画の効果の測定・評価

●前計画においては、令和２年時点で、全ての医療圏において、目標医師数を上回っており、特に前計画で方針として掲げてい
た離島の４医療圏については、一定の充足が図られたと評価

※ 今後、令和４年三師統計の結果を可能な限り反映し、その結果を加味した評価を実施予定

9



第２章 医師偏在指標の値（医師全体） 第３章 少数区域等

・３次医療圏の状況

・２次医療圏の状況

※出典：厚生労働省「医師偏在指標」、「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」

※出典：厚生労働省「医師偏在指標」、「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」 10

●本県は、全国第８位の医師多数県となっている。（前回全国順位：９位）

●長崎、佐世保県北、県央、壱岐が医師多数区域。医師少数区域はなし。県南が最も指標が低い。



第２章 医師偏在指標の値（産科（分娩取扱）医師） 第３章 少数区域等

・３次医療圏の状況

・２次医療圏の状況

※出典：厚生労働省「医師偏在指標」、「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」

※出典：厚生労働省「医師偏在指標」、「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」 11

●本県は、分娩取扱医師偏在指標の数値が全国17位となっている。

●佐世保県北医療圏が相対的医師少数区域となっている



第２章 医師偏在指標の値（小児科医師） 第３章 少数区域等

・３次医療圏の状況

・２次医療圏の状況

※出典：厚生労働省「医師偏在指標」、「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」

※出典：厚生労働省「医師偏在指標」、「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」 12

●本県は、小児科医師偏在指標の数値が全国第６位となっている。

●佐世保県北、県南が相対的医師少数区域となっている。



医師偏在指標の値（病院・診療所別）

・病院従事医師

・診療所従事医師

※出典：厚生労働省「医師偏在指標」、「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」

※出典：厚生労働省「医師偏在指標」、「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」 13

●県南医療圏は病院従事医師偏在指標が県内で最も低い。

参 考

●長崎医療圏は診療所従事医師偏在指標が全国的にも高い。



・国の考え方（ガイドライン）

●二次医療圏よりも小さい単位で、局所的に医師が少ない地域を「医師少数スポット」として定め、医師少数区域と同様に取り扱うことが

できる

●医師少数スポットは、当該地域の実情に基づいて設定しなければならない

●多くの地域が医師少数スポットとして設定され、真に医師の確保が必要な地域において十分な医師が確保できないという状況は、改

正医療法の趣旨を没却するものであるため、医師少数スポットの設定は慎重に行う必要がある

設定が適切な例
・へき地診療所における継続的な医師の確保が困難である場合であって、他の地域の医療機関へのアクセスが
制限されている地域

設定が不適切な例
・既に巡回診療の取組が行われており、地域の医療ニーズに対して安定して医療が提供されている場合
・病院が存在しない地域などで明らかに必要な医療を他の区域の医療機関でカバーしている場合
・無医地区・準無医地区として設定されている地域等を無条件に設定すること

・設定イメージ ・本県の考え方

●本計画において、医師少数スポットとなりう
る地区の条件と設定方法を示す

●条件に該当する地区がある場合において、
具体的な設定は、計画を実行する中で、慎
重に検討した上で行う

第４章 医師少数スポットの設定
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・設定地区（計画策定時）

●平戸市（宮の浦地区、高島地区）



（１）最低限の一次医療（かかりつけ医）確保

・医師が欠員となっている離島・へき地診療所（ただし、巡回診療等により医師が確保されている場合は除く）

（２）二次救急医療の確保

・最寄りの二次救急医療機関の医師確保ができないと、次の二次医療機関までの搬送に相当の時間を要する地区

A地区

＜ 基 本 ＞

※現時点において県内に存在しない

救急搬送に原則として６０分以上

a病院

B地区

現状は救急搬送６０分未満だが、最寄りの病院の
医師が欠けるとA地区に陥る（a病院を支援）

＜本県の医師少数スポット＞
a病院

b病院

・医師少数スポットとなりうる地区

第４章 医師少数スポットの設定

15



医師確保計画の中に、医師少数スポットとなりうる地区の条件を設定

〔市町〕当該地域に必要な医療と、医師の確保が必要な理由、現在取り組んでいる医師確保等に関する計画を
提出

＜計画に記載する項目＞
必要な医師数、必要な診療科、医師が必要な理由、医師確保の取組 など

〔県〕指定条件に満たしているか確認の上、医師確保対策部会で審議

〔市町〕医師確保対策部会での審議の結果、指定が必要と判断された場合、市町は当該地域の地域医療構想調
整会議等において地域での合意を得る

〔県〕各地域の会議の結果を、医師確保対策部会に報告

〔県〕地域医療対策協議会・医療審議会において協議し、方針を承認

〔県〕承認された地区について、医師確保計画に医師少数スポットとして新規に記載し、指定する

なお、医師の派遣については期間を区切り、その間に市町または当該医療機関にて医師の確保に努めるものと
する

・２次救急医療の確保に係る医師少数スポット設定方法

第４章 医師少数スポットの設定

16



第５章 医師確保の方針
〇地域の実情を踏まえ、次の方針とする。

① 離島の４医療圏（五島、上五島、壱岐、対馬）

・これまでの取組の継続により、医師数の維持を図ること基本とし、県養成医の基幹病院等への配置を継続し、地域の実情を踏まえ、

必要に応じた対応を行う

② 本土の４医療圏

〇県南医療圏（医師中程度区域）

・本県で最も医師偏在指標が低い圏域であり、医師の高齢化も進んでいることから、県養成医の基幹病院への配置も含め、必要な

医師の確保を図る

〇長崎、佐世保県北、県央（医師多数区域）

・当該地域の医師のみを増やすことを目的とした医師確保策は原則行わないが、救急医療等、地域の実情を踏まえて必要な対策は

行う

③ 医師の働き方改革を踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、地域に必要な医師が確保できるよう努める

（２）二次医療圏ごとの方針

（１）県全体の方針

• 医師偏在の状況を相対的に示す「医師偏在指標」において、本県は全国８位の「医師多数県」、圏域ごとには離島の１圏域を含む４

圏域が「医師多数区域」、医師の確保を重点的に推進すべき「医師少数区域」はないとされた

• しかしながら、本県では、例えば離島部においては、患者数が限られる診療科にも医師配置が必要であり、かつ県養成医など若い

医師が多い状況では指標が高めに算出されるなど、地域によって医師確保に苦慮している本県の実情が必ずしも反映されていると

は言い難い状況

• 本県は医師多数県ではあるが、医師偏在指標だけでなく、医師の高齢化や就業状況など、各地域や医療現場の実情を踏まえ、医療

提供体制維持のため、次の取組を柱としつつ、必要な医師確保の取組を引き続き実施

① 前計画により一定の充足が図られた離島医療圏の医師数の維持

② 県内で医師偏在指標が高い医療圏との地域偏在是正を含め、医師偏在指標が低い医療圏の医師確保

③ 医師少数スポットへの県養成医の配置

④ 必要な診療科等に従事する医師の確保（産婦人科、小児科、救急科など）
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第５章 医師確保の方針

（３）医師少数スポットの方針

• 医師少数スポットに指定された地区については、県は、地元市町とともに医師確保に取り組む

• 医師少数スポットにおける医療提供体制確保に係る事業として、地域医療介護総合確保基金事業の積極的活用を図る

• 離島の基幹病院の体制維持を優先するとともに、地域医療介護総合確保基金を活用した地域枠医師の安定的確保等の今後の状

況を踏まえ、県養成医配置に向けて検討する

（４）産科医・小児科医

〇 産科については佐世保県北が相対的医師少数区域、小児科については佐世保県北、県南が相対的医師少数区域となっているが、

医師の高齢化、医療計画に基づく本県の圏域を越えた周産期医療ネットワークや小児医療体制により、医療体制を確保している実

態等について考慮する必要がある

〇 このため、国の方針も踏まえ、数値目標は設定せず、次の点を踏まえ、必要な医師の確保に取り組む

・ 本県の周産期医療ネットワークや小児救急医療等、圏域を越えた医療体制の確保

・ 分娩数は減少しているが、分娩体制が必要な離島の医療体制の確保

・ 長期の新規受診待ちが続いている発達障害児等への対応
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第５章 産科医確保の方針

・相対的医師少数県ではないが、佐世保県北医療圏が相対的医師少数区域であり、また、高齢化の進行等による医師の減少等も見込まれ
ることから、産科医師を増加させることを基本方針とする

・県内の分娩数は減少傾向にあるものの、長崎県医療計画において、二次医療圏単位で安心して分娩できる体制の構築を図る方針として
おり、分娩の状態に応じて、以下の方針により、分娩体制の構築に取り組む

長崎県の周産期医療ネットワーク○周産期母子医療センター
・総合 長崎医療センター・長崎大学病院
・地域 長崎みなとメディカルセンター

佐世保市総合医療センター

19

分娩の種類 医師確保の方針

正常分娩
分娩の状況を踏まえつつ、二次医療圏単位で分娩取扱ができるよう、分娩体制の維持に努め、必要な医師を確

保し、配置する。

ハイリスク分娩

県内全域分を総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターで対応することとし、各センター

の運営に必要な医師の確保し配置する、

また、センターにおいて、計画的な人材育成を行うことにより県内の各医療機関への医師配置を行っていく。



第５章 小児科医確保の方針

・相対的医師少数県ではないが、佐世保県北医療圏、県南医療圏が相対的医師少数区域であり、また、小児科医師の高齢化が進んでおり、

育児不安や小児の成長発達上の相談、親子の心のケア等への対応など、小児科医に関しては保健活動へのニーズも高まっていることから、

小児科医師を増加させることを基本方針とする

・県内の年少人口は減少傾向にあるが、発達障害児等への十分な医療応需も含め、以下の方針により、小児医療体制の構築に取り組む
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第５章 確保すべき目標医師数の設定

・本県の考え方

●基本的には国のガイドラインが示す目標医師数設定の考え方を踏まえる

●計画終了時点で、県南医療圏の偏在指標が、次に指標が低い離島の対馬医療圏の水準に達するように目標医師数を設定する

●「医師数の維持を図る」とする離島医療圏全体の方針を踏まえ、離島の目標医師数は現状の医師数を維持

●医師多数県は、県全体の目標医師数の合計値を、現在時点の都道府県の医師数合計（4,187人）を超えない範囲で設定しなければなら
ない

●医師少数区域以外の二次医療圏における目標医師数は、原則として、現在時点の医師数を設定上限数とする

●医師少数でも多数でもない二次医療圏は、必要に応じて、医師多数区域の水準に至るまでは、医師多数区域からの医師の確保を行える

・国の考え方（医師確保計画ガイドライン）

・目標医師数の設定

●離島の４つの医療圏は同数を維持するよう、増減なしと設定。本土のうち、本土のうち、県南医療圏については、偏在指標が対馬医療圏
に達する水準で、かつ、今計画期間を通じて県南医療圏に追加的に配置が可能な見込みである県養成医数の４名増を目標医師数と設定

●「医師多数県」の本県は、国のガイドライン上は、県全体の医師数を増加させる目標は設定できないため、県南で増加させる医師数４名
分を、医師多数区域かつ県内で最も偏在指標が高い長崎で調整し、県全体として現状維持になるように目標医師数を設定

●ただし、急速な少子高齢化や地理的隔絶性、医師の高齢化や就業状況など、各地域や医療現場の実情に応じて、必要な医師確保対策
は引き続き実施（離島医療圏、医師少数スポットへの対応や各圏域の実際の充足状況等を踏まえた対応等。）
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第５章 目標医師数を達成するための施策（医師全体）

１．医学部地域枠の設定等による医師の養成

⚫ 地域枠 今後の入学者については、臨時定員の取扱い等に関する国の検討状況を踏まえつつ、医師の充足状況を見極めながら検討
⚫ 一般枠 大学医学部入学者及び在学者対象。一般枠を用いた医師養成のあり方について今後検討

２．自治医科大学医師の養成
⚫ 本県の入学枠は毎年２～３名程度。今後とも引き続き自治医科大学での医師養成を図る。

３．県養成医の地域医療に対する意識の涵養及びキャリア形成支援
⚫ 県養成医が大学卒業後、不安なく勤務ができるよう、ながさき地域医療人材支援センターを中心に、学生時からキャリア形成等に関
する相談・助言を行い、学生や県養成医へのフォローアップを実施。また、義務期間終了後の自らのキャリアを描くことができるよう、
必要な情報提供を実施。

【学生時】
キャリア形成卒前支援プランを踏まえた取組等を実施
①夏季ワークショップ
・地域の施設見学 ・地域住民との意見交換 ・先輩医師との意見交換等
②冬季ワークショップ
・先輩養成医等の講演と意見交換等
③離島・へき地病院等見学
・ミスマッチ防止を図る目的とした将来勤務する離島・へき地の病院等の見学
④学生主体の研修会
・学生自らがテーマを設定し、地域医療等に関する理解を深める研修会
➄定期的な面談
・将来の離島・へき地等での勤務に対する疑問や不安の払拭及び将来のキャリア形成支援等

【卒業後】
長崎大学病院、長崎医療センター、県病院企業団と連携し、キャリア形成プログラムを踏まえたキャリア形成の取組等を実施。
①専門医資格取得に対する配慮
・義務年限内に県が規定する特定の専門医の資格を取得できるよう、専門研修の実施について十分配慮
➁総合的な診療能力の更なる向上及びその活用に向けた取組
・基幹病院にとどまらず、多様な場面での診療に対応することができるよう、義務年限中に自身が志向する専門領域にとらわれずに従
事する期間を設定
③定期的な面談
・勤務時における課題解決及びキャリア形成支援
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第５章 目標医師数を達成するための施策（医師全体）

４．義務年限が終了した県養成医の地域定着に向けた取組強化

⚫ 義務年限終了後の養成医が引き続き県内に定着できるよう、長期的な視点で取り組む
⚫ 養成医との面談等を通じ、義務年限を終えても定着することを選択してもらえるよう、キャリア支援の取組を継続
⚫ 希望する養成医が大学とのつながりを構築できるよう支援するとともに、義務年限を終了した養成医の県内定着促進を図っていく

５．ながさき地域医療人材支援センターによる医師の斡旋・紹介及びキャリア形成支援
⚫ 離島・へき地診療所など、医師確保が必要な地域医療機関の医師斡旋や代診医の派遣などに取り組む
⚫ 県養成医や公募医のキャリア形成支援、求人情報の発信等
⚫ 県内の医師不足状況などを把握・分析し、医師が不足する地域医療機関の医師確保を支援

６．長崎県医師臨床研修協議会（新・鳴滝塾）の初期臨床研修医確保事業等への支援

⚫ 県は、長崎県医師臨床研修協議会の協議会構成員の一員として、引き続き初期臨床研修医の確保に取り組む

７．総合診療医の確保
①ながさき地域医療人材支援センター・キャリア･デベロップメントシステムの継続・充実

⚫ 離島・へき地の診療所等で勤務を希望する中堅医師等の中には、地域医療で必要とされる総合診療分野についての知識等に不安を
感じ、離島等への赴任を躊躇する事例が見られることから、勤務で必要とされる総合専門医としての知識（外科、内科、整形外科、小
児科の分野）を、勤務開始前又は 勤務期間中に他の医療機関等で習得し、長期の離島・へき地等での勤務につなげていく取組を継
続・充実

②長崎大学大学院「離島・へき地医療学講座（寄附講座）」の継続

⚫ 将来離島・へき地にて勤務する医師の確保に繋げるため、本講座により長崎大学の医学生が離島・へき地などの地域で実習を行う機
会を提供し、地域医療に対する理解の促進や関心を高めることにより、県内の総合診療専門医の増加を目指す

③専門医師確保対策資金貸与事業の継続

⚫ 総合診療科を希望する研修医（初期臨床研修医及び専攻医）に研修費を貸与。専門研修修了後2年を経過するまでに指定する医療
機関に一定期間勤務することを条件に返済を免除
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第５章 目標医師数を達成するための施策（医師全体）

８．救急医の確保

①専門医師確保対策資金貸与事業の継続

⚫ 救急科を希望する研修医（初期臨床研修医及び専攻医）に研修費を貸与。専門研修修了後2年を経過するまでに指定する救命救急セ
ンターに一定期間勤務することを条件に返済を免除

➁県養成医の専攻医確保

⚫ 今後、県内の高度救命救急対応や離島における患者搬送の対応等を図るため、養成医が選択可能な診療科に救急科を追加し、本土
研修など関係機関と連携し養成

９．発達障害児等に対応する医師の確保

⚫ 長崎県内における発達障害児、肢体不自由児等に対応する専門医師は不足し、医療需要への十分な対応が課題となっていることから、

長崎大学等と協力しながら、それらに対応する専門知識をもった小児科、整形外科医の育成に向けた取組を実施。

１０．離島等医療連携ヘリ事業（RIMCAS）の実施

⚫ 離島医療の維持のためには、本土からの応援医師の移動手段の確保が重要。航空路のない上五島医療圏を中心として実施される離
島等医療連携ヘリ事業（ＲＩＭＣＡＳ、長崎県病院企業団が運営主体）を支援。

１１．医師の働き方改革と地域医療提供体制確保の両立に向けた医療従事者の勤務環境の改善

⚫ 医療勤務環境改善に取り組む医療機関への経営面、労務管理面での支援を長崎県医療勤務環境改善支援センターにより実施。
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第５章 産科・小児科医師を確保するための施策

１．専門医師確保対策資金貸与事業の継続・制度の周知

⚫ 事業内容

〇産科・小児科を希望する研修医（初期臨床研修医及び専攻医）に研修費を貸与。専門研修修了後2年を経過するまでに県内の指定医

療機関に一定期間勤務するを条件に返済を免除。

〇新生児専門医を希望する医師については、小児科専門研修時から貸与を受けていた場合も続けて貸与が可能

⚫ この取組を継続し、次のとおり制度周知を図る

① 学生への周知

診療科選択は、医学部在学中に行われることもあることから、長崎大学等と協力しながら、医学部生へ制度の周知を図る

➁ 初期臨床研修医への周知

長崎大学医局等と協力しながら、産婦人科・小児科の研修を行っている初期臨床研修医への制度周知を図る

２．医学修学資金貸与事業の事業内容を変更

⚫ 長崎県医学修学資金については、診療科に捉われず、同一の返還免除条件（勤務要件）を規定しているが、産科・小児科を専攻する県
養成医が十分に確保できていない現状を鑑み、医学修学資金貸与事業における勤務地、勤務期間について見直しを実施

３．地域枠学生等への働きかけの実施

⚫ 地域枠学生及び自治医科大学学生に対して夏季ワークショップや医学修学生冬季研修会等において、地域医療の現場で産科、小児科
に携わる医師の講演等を実施することにより、診療科に関する情報提供を実施

４．産科医等確保支援事業の実施・制度周知

⚫ 分娩手当等を支給している施設に対しては、産科医等の確保を図るため、その一部を助成して産科医師の処遇改善を図っている。この

取組を継続し、対象施設等への制度周知を行うことで制度の活用を図り、分娩取扱施設の医師の確保を図る

⚫ 事業内容

・産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、分娩手当等を支給している施設に対してその一部を助成。

・基準額 １分娩あたり 10,000円 ・補助率 １／３ ・申請時点の見込み件数を上限
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第５章 産科・小児科医師を確保するための施策

５．発達障害児等への十分な医療応需に向けた小児神経専門医等の養成

⚫ 長崎県内における発達障害児等に対応する専門医師は不足し、医療需要へ十分な対応が課題となっていることから、長崎大学等と協

力しながら、小児神経等を担う県養成医の育成も含め、医師の確保に向けた取組を実施。
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